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研究成果の概要（和文）：釧路湿原周辺では近年、主に排水不良等によって耕作が困難な農地（ここでは未利用
農地と呼ぶ）が顕在化しており、未利用農地の有効活用が課題となっている。本研究では、衛星リモートセンシ
ングを用いて未利用農地の空間分布を広域的に把握する手法を開発するとともに、雪裡川に隣接した未利用農地
を対象に水質浄化機能に係る現地観測を行った。その結果、釧路湿原流域における未利用農地の空間分布特性
や、栄養塩（窒素・リン）の有機・無機成分ごとの浄化量及び流出量等が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Recently, abandoned meadows (here called “unused agricultural land (UAL)”)
 have been becoming evident due to their poor drainage and wet condition in the margins of the 
Kushiro Mire, eastern Hokkaido. Effective utilization of UAL has become an important issue in the 
area. In this study, we developed a method to grasp the spatial distribution of UAL widely using 
satellite remote sensing and conducted the on-site observation concerning the water purification 
function for the UAL adjacent to the Setsuri River. As a result, the spatial distribution 
characteristics of UAL in the Kushiro Mire basin, and the amount of purification and runoff for each
 organic and inorganic component of nutrients including nitrogen and phosphorus were clarified.

研究分野：流域環境管理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで国内では知見が限られていた再湿地化した農地における水及び栄養塩動態について定量的データを収集
し、グリーンインフラとしての活用可能性や留意点を提示した。また、未利用農地の分布情報に基づいた具体的
な土地利用転換案を提示した。これらの成果は、釧路湿原への汚濁負荷削減や未利用農地の有効活用策を検討す
る際に活用が期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
北海道東部の釧路湿原では、流域開発に伴って増大した土砂や栄養塩の流入等によって湿原
生態系が劣化してきており、水質汚濁負荷の削減が重要な課題となっている 1）。一方、近年で
は、湿原や河川近傍において排水不良に伴う未利用農地が顕在化してきている。未利用農地の
発生は農業経営を圧迫するだけでなく、エゾシカ等の野生鳥獣の侵入や、農村景観の悪化など、
様々な弊害をもたらすと考えられ、未利用農地の有効活用が課題となっている。 
湿地化した未利用農地では、植物や微生物による吸収や堆積等による水質浄化機能が期待さ
れ、“グリーンインフラ”として積極的に利用
することによって、未利用農地の有効活用と
汚濁負荷削減を同時に達成できる可能性が
ある（図 1）。ここで、“グリーンインフラ”
とは“グリーンインフラストラクチャー”の
略で、水質浄化、治水、生物多様性保全等の
自然が持つ多様な機能を賢く利用すること
で持続可能な社会に寄与するインフラや土
地利用計画のことをいう 2)。 
 
２．研究の目的 
 釧路湿原流域を対象に、①未利用農地における栄養塩の動態やその浄化機能を調べ、②浄化
に効果的な水文や植生等の環境条件を明らかにする。さらに、③緩衝帯として期待できる湿潤
な未利用農地の空間分布を広域的に推定し、④緩衝帯として利用した際の流域全体での栄養塩
の浄化量を計算する。これらを踏まえ、汚濁負荷削減を目的とした未利用農地の有効性と利用
可能性をまとめる。 
 
３．研究の方法 
（1）未利用農地における水質浄化機能の解明 
 釧路湿原の流入河川の一つである雪裡川に隣接した未利用農地を対象地とした。本未利用農
地は元々湿原だった場所で、1970 年代に牧草地として開発され、現在は、ヨシ等の湿生植物が
優占する。四方を明渠排水路に囲まれた約 100 m×175 m を試験区とし、地下水位観測管、ピエ
ゾメータ、自記水位計、雨量計、降水採水容器を設置した。2015 年 8月～2017 年 8月の非結氷
期を対象に水位観測及び地表水・地下水等の水質調査を行い、主成分分析により複数の水質項
目を集約化し、地点間の違いや経時変化から栄養塩の供給源を推定した。さらに、水移動とと
もに試験区を出入りする栄養塩の量を推定し、その差し引きから栄養塩浄化量を見積もった。 
（2）釧路湿原流域における未利用農地の空間分布の把握 
 釧路湿原の流入河川である幌呂川、雪裡
川及び久著呂川の3流域にまたがる鶴居村
を対象に、農地の区画を表すポリゴンデー
タと多時期の衛星画像を用いた農地分類
手法を開発した 3)。具体的には、3 時期の
Landsat-8 OLI 地表面反射率（1～7バンド）
と植生指数（NDVI）を用いて、農地区画を
未利用農地、草地、耕作地、樹林化地の 4
クラスに分類した（図 2）。教師付き分類の
分類器として最尤法と Random Forest を適
用し、最も精度の高かった分類手法を用い
て釧路湿原流域全体で農地分類を行った。
さらに、推定した未利用農地の分布情報を
基に、具体的な土地利用転換案を検討した。 
 
４．研究成果 
（1）未利用農地における水質浄化機能の解明 
 水位の連続観測の結果、試験区の水深は大雨によ
る増水で最大 90 cm ほどに達し、試験区全域が冠水
した（写真 1）。水収支解析の結果、流入・流出水量
は河川出水時に大幅に増加しており、試験区の水移
動は雪裡川本川の出水に伴う氾濫の影響を受けてい
ると考えられた。 
 試験区の地表水、地下水及び明渠排水路の水質を
対象とした主成分分析の結果、有機物由来の窒素成
分（溶存有機態窒素やアンモニア態窒素等）やリン
成分（溶存有機態リン）は表層地下水や地表水で比
較的高濃度を示したことから、試験区内に供給源が
存在し、平水時にはそれらの成分が試験区から外部

図 1 釧路湿原と未利用農地の位置関係 

図 2 農地分類のフローチャート 

写真 1 氾濫により股下まで冠水
した試験区（2016年 8月 22日） 



へ流出していると考えられた（図 3）。一方、主
に無機態の窒素・リン成分（硝酸態窒素やリン
酸態リン等）は明渠排水路と地表水で同様の経
時変化を示し、これらの成分は氾濫の影響によ
って外部から試験区内に供給されていると考え
られた。 
 窒素及びリンの各成分の流入・流出量を推定
した結果、溶存無機態窒素は正味流入を示す一
方、それ以外の成分は正味流出を示し、試験区
において水質浄化が期待できるのは溶存無機態
窒素に限られることが分かった。 
 
（2）釧路湿原流域における未利用農地の空間分
布の把握 
 鶴居村を対象とした検証の結果、牧草の収穫
時期直前（5 月下旬）とデントコーンの収穫時
期終盤（10月中旬）の 2時期のデータセットを用いて Random Forest で分類した手法が最も高
い精度を示し、全体精度 0.92、Kappa 係数 0.79、未利用農地の分類精度は作成者精度 0.82、利
用者精度 0.70 を示した 3)。本手法を用いて釧路湿原流域全体で農地分類を行った結果、未利用
農地は流域全体に分布していること、また、特に中山間部の傾斜地や湿原周辺部の低標高地域
（釧路湿原の流入河川沿い等）で未利用農地率が高いことが分かった。このように、地盤の傾
斜や排水不良等、生産条件の悪い場所で未利用農地が発生しやすいことが示された。 
 上記により推定した釧路湿原流域
の未利用農地の分布情報を基に、その
立地条件に応じた土地利用転換案を
検討した。その結果、土地利用転換先
の候補として、①新規農林業（人工林、
湿地農業（泥炭を維持しながら湿地生
の植物を生産･利用する農業 4）））、②
自然再生（二次林、湿地、河川）、③
再開発（社会空間）の 3パターンが考
えられた。これらの土地利用を GIS（地
理情報システム）上で機械的に分類す
るため、地盤の傾斜、過去の土地利用
（湿地だったかどうか）、国立公園境
界からの距離及び人口密度を条件と
する解析フローを作成し釧路湿原流
域に適用した。さらに、同解析フロー
に将来の人口推計値を適用すること
により、2050 年頃を想定した未利用農
地の土地利用転換案を作成した（図 4）。 
 
（3）まとめと今後の展望 
 未利用農地は釧路湿原の流入河川沿いに多く分布しており、河川出水時には氾濫の影響によ
り未利用農地内に栄養塩が流入していた。このように、未利用農地は氾濫原湿地が有する緩衝
帯としての機能を発揮していることが確認された。しかし、本研究の試験区においては、未利
用農地の表層地下水や地表水から外部水域への栄養塩流出が見られ、栄養塩のストック量によ
っては、窒素・リンの浄化の場所としてあまり期待できない可能性が示された。 
このことから、グリーンインフラとしての活用にあたっては、未利用農地の栄養塩ストック
を考慮するとともに、ストックの量を減少させるための管理・活用策が必要と考えられる。ま
た、栄養塩の動態は氾濫の影響を強く受けることから、河川出水の規模や頻度の増加等の気候
変動の影響も考慮する必要があると考えられる。これらの観点を踏まえて、今後、未利用農地
の具体的な活用策の検討や有効性の検証を進めていく予定である。 
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図 3 未利用農地における栄養塩動態
の模式図 

図 4 現在（左）と 2050年（右）の未利用農地の土
地利用転換案の検討結果の一例。基図として ArcGIS
地形図（World Topographic Map）を使用。 
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